第9回通常総会決定　2009年度　事業報告


特定非営利活動法人ボランタリーネイバーズ

２００９年度事業報告
（２００９年５月１日～２０１０年４月３０日）

平成２２年６月２０日

特定非営利活動法人ボランタリーネイバーズ
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一　総括報告
１　2009年度の取組概要
○2001年に「ＮＰＯ・まちづくりのサポートセンター」としてボランタリーネイバーズ（以下、VNS）が発足してから9年が経ちました。2009年度の決算は9,500万円です。スタッフは常勤が10名、非常勤が9名、臨時が1名です。事業は6つの基本事業に基づき、約30種の事業を展開しています。

○設立５周年（2006年度）を機に、「中期重点事業計画（2006年度～2009年度。①ＮＰＯ支援事業、②ＮＰＯ・まちづくり人材研修事業、③まちづくりフォーラム事業、④農山村・都市の共生協働ネットワーク事業、⑤市民メディア事業、⑥福祉ＮＰＯ支援事業、以上「６つの柱」）」を立て、取り組んできましたが、2009年度はその最終年でした。

○2009年度の特徴的な取り組みは以下の通りです。
· 「ＮＰＯ情報発信サポート事業（ふるさと雇用再生特別基金事業）」（愛知県ＮＰＯ交流プラザＷＥＢサイトでのＮＰＯ法人の情報発信促進－アピール情報・アピール映像作り）の実施。
· ＮＰＯ法人の会計基準を策定する全国規模の取組みへの参画（東海地域での啓発・学習会を担当）。
· 「流域コミュニケーション放送局による上下流交流活性化プロジェクト」（平成21年度地方の元気再生事業）による木曽流域への農山村・都市の共生協働ネットワーク事業の展開。
· 愛知県内にある産直施設・体験施設（計約400施設）活性化のための調査事業の実施。
· 名古屋開府400年を記念して実施される事業の一つ「夢なごや400」（名古屋の魅力や夢を市民から募集し記録制作）の事務局を担当。（2010年12月まで継続）
· スターキャットＣＡＴＶが実施する「市民映像祭」（全国から映像作品を募集しコンテスト）事業への協力。
２　ＮＰＯ・まちづくり活動を取り巻く状況について
○ＮＰＯ法人は全国で39,734団体（2010/3/31現在）、愛知県内で1,320団体（2010/5/14現在）となりました。全国では鈍化傾向にありますが、愛知県では依然として順調に増えています。

愛知県のＮＰＯ法人の財政規模は、2004年度81億円（599団体）、2007年度145億円（1,034）、2008年度決算166億円（1,085）と拡大。１億円以上の団体も15団体（24億円）、22団体（35億円）、27団体（47億円）と増え、１千万以上の団体も376団体（20年度）になりました。
○「あいちモリコロ基金」により、年間1億数千万円の助成金（30万円×100件、100万円×50件、500万円×8件）が愛知県の市民活動団体に助成されており（平成19年から10年間続きます）、ＮＰＯへの資金支援が続いています。
○政策的な動きとしては、「政治主導・地域主権」を掲げる民主党政権が誕生し、鳩山首相が、「新しい公共」政策のもとにＮＰＯの育成を提唱しています。また、名古屋市では河村たかし市長が「市民自治の推進」を掲げて積極的に施策を展開しており、ＮＰＯ・市民活動への期待が高っています。

愛知県では、NPO法の施行当初からNPOとの協働を積極的に推進する施策が展開されていますが、2009年度は「協働ロードマップ」づくりが取り組まれました。

○少子高齢社会・人口減・経済成長の停滞がもたらすまちづくりの課題は、都市と農山村を貫いて、ますます深刻な問題になっています。地球温暖化、資源争奪などの課題も国際的規模で顕在化しており、日本においても持続可能な社会に作りかえることが急がれています。
３　中期重点事業について
2006年度から2009年度までの4年間、重点目標を立てて事業展開しました。

①　ＮＰＯ支援事業　＜社会から信頼と支援を得て発展するためのマネジメント力の強化＞
· 「会計ボランティア」派遣事業、「ＮＰＯアドバイザー事業（愛知県）」、「あいちモリコロ基金」サポート業務等を中心に、ＮＰＯに対して、会計処理・労務管理、事業企画・事業実施・事業報告等の処理能力の向上支援に取り組んだ。
②　ＮＰＯ・まちづくり人材研修事業　＜定年退職者・前期高齢者のいきがいづくりとＮＰＯの人材強化＞
· 「まちの達人活動推進事業」（愛知県）、「ＮＰＯインターンシップ事業」（株式会社デンソー）、西尾市など市町村やシルバー人材センターの「シニア研修事業」を通して、シニア世代の地域貢献活動やＮＰＯなどに参加促進するための事業に取り組んだ。
③　まちづくり交流フォーラム事業　＜地域のビジョンを市民が語り合い、見出すための交流の場づくり＞
· 自治体などから受託した市民参加型まちづくり事業や研修事業等のなかで、市民自身が話し合う仕組みを企画推進しそれぞれ継続的な場へと発展させるように取り組んだ。当初目標とした愛知県や東海規模の交流フォーラムは実現できていない。
④　農山村・都市の共生協働ネットワーク事業　＜農山村と都市双方の資源を活かした交流の創出＞
· 伝統芸能「花祭」への支援、「獣害対策」、「愛知県交流居住センター」への参画、「インターネット放送局とアンテナショップによる木曽流域との交流事業」などにより、都市・農山村の共生をめざした交流事業に取り組んだ。
⑤　市民メディア事業　＜ＮＰＯ・まちづくり活動への理解・参画の促進と市民の情報発信力の強化＞
· 「愛知芸術文化センターアートプラザ管理運営業務」、スターキャットＣＡＴV主催の「市民映像祭」支援、「木曽流域市民放送局（ＷＥＢ放送）」などにより、市民の「文化芸術表現活動を促進するとともに、市民放送局設立につなげる」ことをめざして取り組んだ。
⑥　福祉ＮＰＯ支援事業　＜福祉系ＮＰＯが制度内外で力を発揮し、社会的存在力を高めることへの支援
· 「（特）移動ネットあいち」、「（特）あいち福祉ネット」、「（特）医療と保健と福祉の市民ネットワーク東海」の事務局業務支援を引き受けるとともに、「（特）伏見の会」や名古屋市福祉有償運送運営協議会に参加し、福祉系ＮＰＯへの支援活動に取り組んだ。
二 　各事業の報告
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Ⅰ　特定非営利活動
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研修事業
１－１　ＮＰＯ研修事業
①　事業報告書セミナー、税務セミナー、労務セミナー
【目　　的】　ＮＰＯ法人のアカウンタビリティの向上、社会的信頼の向上、健全な運営。

（本年度は、愛知県ＮＰＯアドバイザー設置事業の一環で行った。→p.18）
１－２　まちづくり人材研修事業
①　行政職員の研修受け入れ
【目　　的】　本会の業務体験や現場訪問・会議出席等の機会の提供を通し、愛知県内の自治体とＮＰＯとの相互理解を深め、協働のまちづくりを促進する。
【内　　容】　愛知県現場体験型研修（2年目職員）17名、名古屋市ＮＰＯ派遣研修2名を受け入れた。講座等の運営、ＮＰＯ・企業へのヒアリング調査取材、ＮＰＯと行政との協働に関わる研修・会議への参加や運営補助、運営施設業務補助、ＮＰＯ支援・相談業務の体験等の機会を提供すると共に、随時意見交換を行った。
【実 施 日】　7月～12月
【事業収入】　0円
【評　　価】　事前の聞き取りによって、個々の研修生の興味や関心のある分野の業務に携われるよう配慮した。「情報発信、地域交流に関わる現場を体験し、業務にも活かせる面があると感じた」「人件費の確保・継続性を見込んだ委託事業の必要を感じた」など感想が寄せられ、行政としての役割・立場を改めて見つめ直す機会として、またＮＰＯに関わる人材との交流としての面から現場理解を深める機会としても有効であった。
②　学生インターン受け入れ　
【目　　的】　ＮＰＯ・まちづくり活動に関心を持つ学生に業務体験の機会を提供することにより、若者のＮＰＯへの理解を深めると共に、ＮＰＯで活躍する人材の育成を行う。
【内　　容】　大学生2名を受け入れた。事務局業務の補助、ＮＰＯの現場訪問、セミナーへの参加など、インターンプログラムをコーディネートした。
【時　　期】　通年

【事業収入】　0円
１－３　研修　受託契約事業　（公共部門）
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①　「まちの達人」地域活動支援事業
【目　　的】 高齢社会を迎え、「明るく活力ある長寿社会づくりの推進」のため、高齢者が長年培った豊かな経験・知識・技能を活かした様々な社会活動や、世代間交流等、地域社会に貢献するための基盤づくりを行う目的で、昨年度まで３ヵ年実施した「まちの達人活動推進事業」の修了生による地域活動を支援する。


【内　　容】 「まちの達人の地域活動」を支援するため、１．地域活動支援、２．地域活動の担い手募集支援、３．まちの達人衆（冊子）の作成と配布、４．ホームページの作成支援、５．地域交流会の開催支援、６．「まちの達人必携」作成を実施した。

[image: image5.png]



（地域交流会）
	地域
	日時
	【地域交流会】内容・会場・参加者数

	名古屋地区


	2月28日(日)

13:30～16:30


	活動紹介・交流、ブースコーナー展示等。

愛知県社会福祉会館多目的ホール

（一般参加者含め約120名）

	尾張北の会

（尾張北部）
	10月29日(木)

13:30～16:30
	まちの達人活動紹介、尾張北の会活動紹介、演技披露等。

一宮市スポーツ会館

（まちの達人、一宮市など周辺市担当者、一般含め約80名）

	尾張西部の会

（尾張西地区）
	11月9日(月)


	飯田市へ環境学習バスツアー（津島市環境課と協働実施）
　　　　　　　　　　　　　　　　（参加者20名）　

	
	1月27日(水)

10:00～14:30
	活動紹介、新規参加者へ呼びかけ等。

岐阜羽島市で交流会　　　　　　　　　　（参加者15名）

	尾張東地区
	8月22日(土)

11:00～13:00
	活動体験紹介、新規参加者呼びかけ等。

游神社　　　　　　　　　　　　　　　　（参加者15名）

	
	3月6日(土)

11:00～13:00
	まちの達人活動･ボランティア活動の参加呼びかけ等。

游神社　　　　　　　　　　　　　　　　　（参加者6名）

	知多地区
	3月28日(日)

14:00～16:00
	まちの達人活動・ボランティア活動の紹介、技芸披露等。

クラシティ半田市民交流センターホール　（参加者115名）

	西三河地区
	3月2日(火)

13:00～16:15
	・トークセッション「ボランティア論」

鈴木盈宏さん（愛知県社会福祉協議会ボランティアセンター運営委員長）VS大西光夫（(特)ＶＮＳ理事長）

・まちの達人活動紹介等。

刈谷市産業振興センター会議室　　　　　　（参加者50名）　

	東三河地区
	3月27日(土)

13:30～16:30
	・対談「ボランティアで生き生きシニアライフ」酒井英巳子さん（愛知県高齢福祉課）VS大西光夫

・まちの達人活動事例紹介、ブースコーナー等。

豊橋市開発ビル会議室　　　　　　　　　（参加者60名）　


【実施形態】　愛知県委託事業（委託期間：2009年4月～2010年3月）　

【事業収入】　◎収入　4,085,642円（注：2009年4月分は2008年度に計上）　
【評　　価】　愛知県内を7地域に分けて地域活動を推進する体制（組織化）づくりと新メンバーの開拓に取り組んだ結果、おおよそ全地区で体制が確立した。
【Ｕ  Ｒ  Ｌ】　http://www.VNS.or.jp/D_tatujin/index.htm
②　西尾市　市民・ＮＰＯと行政の協働するまちづくり支援業務
【目　　的】　地域に暮らす住民自らが地域づくりに参加していくことが求められ「団塊世代」の参加が期待されている中、「団塊世代」の地域デビューの一助となるようにする。

【内　　容】　「団塊世代のみなさん『ようこそ＊地域へお帰りなさい』講座」と題し、初めて地域づくりに参加する人たちを対象に、①地域を知る、②現場を見る、③活動経験から学ぶ、の三つのテーマで講座を実施した。全3回の講座に延べ48名が参加。
	開講日時
	プログラム／講師

	1月23日(土)

13:30～16:30


	第1回　「住んでいる地域、西尾を知る･･･基礎講座」

①住んでいる地域、西尾を知る･･･基礎講座　②自己紹介＆西尾市手づくりマップづくり　③ミニ講座「ボランティアとは？」　④ボランティアセンター見学　⑤福祉の店 六万石ギャラリー見学・質疑応答

山崎義弘さん　西尾市役所企画部企画課市民活動推進担当

大西光夫　　　

[現場見学]天野正夫さん　福祉の店　六万石ギャラリー店長

	1月30日(土)

9:00～16:30


	第2回　「地域づくりの現場を訪ねる」

①見学-1（特）りんりん　②見学-2茶房「つぶら」　③同左で昼食、帰路の途中で武豊停車場跡を見学→市役所帰着④ディスカッション・レクチャー

村上眞喜子さん　（特）りんりん理事長

今村みよ子さん　　茶房「つぶら」代表

三島知斗世　　　

	2月6日(土)

13:30～16:30


	第3回　「地域での活動の仕方を学ぶ」

①事例紹介-1『（特）やらまいか人まちサポート』　②事例紹介-2『（特）楽農園』

③事例紹介-3『宅老所　ふれあいの家　アロエ』　④座談会「なにから始めようか？」　⑤実践のイメージなど発表

牧野明広さん　（特）やらまいか人まちサポート理事長

榊原　弘さん　（特）楽農園副理事長

永田鏡子さん　　宅老所ふれあいの家アロエ代表
武長脩行　　　（特）ＶＮＳ副理事長
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【時　　期】 12月～3月
【実施形態】 西尾市委託事業
【事業収入】　736,050円
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【評　　価】　ＮＰＯ・ボランティア活動の多様なタイプを知ることができ、参加意欲やイメージが広まった。参加者からこの講座の同窓会的な集まりを開くことが提案され、お互いの交流・連携・励ましあいが具体的に形作られることになり、地域デビュー支援の役割を果たした。

③　刈谷市職員市民協働研修
【目　　的】　市職員が共存・協働のまちづくりの意義や必要性についての理解と今後の取り組みへの意識を高めると共に、市民と対話・コミュニケーションを図る力を習得する。
【内　　容】　共存・協働の必要性を自分の課の業務に照らして考える【総括級職員研修】と、コミュニケーションや会議手法のあり方を学ぶ【ファシリテーション研修】の２種類を行った。

【実施日・講師・参加人数】　　　　　　　　　　　　　　

	研修タイトル
	日時／プログラム／講師

	総括級職員研修

「共存・協働のまちづくり～自分ごととして考え、進めるために」

場所：刈谷市役所
	9月28日（月）午前（第1回）、午後（第2回）　各３時間

9月29日（火）午前（第3回）、午後（第4回）　計107名

「共存・協働の＜場＞を育むということ」

「共存・協働のまちづくり基本方針について」

よもやま談義「共存・協働　ホントのトコロ？」

講師　刈谷市協働事業担当者

岡田敏克（ＶＮＳ客員研究員、まちづくりコーディネーター）
三島知斗世

	ファシリテーション研修

「市民とのいきいきコミュニケーション研修」

場所：刈谷市社会教育　センター
	8月４日（火）　13:30～17:00

「コミュニケーションの本質とは」　４種のワーク

「市民との協働を促す会議運営とは」　レクチャーとワーク

講師　刈谷市協働事業担当者

岡田敏克（同上）


【実施形態】　刈谷市委託事業
【事業収入】　1,206,450円 

【評　　価】　総括級研修については、共存・協働の必要性の理解が進んだとする受講者は多かったが（81％）、実際に協働を進めるための具体的な検討までは至らなかったという課題が残った。ファシリテーション研修については、市民と対話をする際の心の持ちようについて意識が変わった（85％）という高い効果が見られた。
④　日進市　「ＮＰＯ基礎講座」
【目　　的】　ＮＰＯや協働について基礎知識を習得し、事例を元に協働の意義を理解する。また、グループワークの進行・発表の体験を通してファシリテーション等の力を高める。

【実施日・場所・参加人数】　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　１月26日（火）　9:00～12:00（第1回目）　　13:30～16:30（第2回目）　　　

　　　　　　　日進市中央福祉センター　　午前31名、午後31名

【内容・講師】１）講義「ＮＰＯ、協働の基本を知る」　三島知斗世

２）協働事例紹介　　（特）にっしん市民環境ネット

３）ワークショップ「夢のコラボ・プロジェクト提案」　

藤森幹人（ＶＮＳ客員研究員、（株）対話計画）
【実施形態】　日進市委託事業
【事業収入】　199,500円
[image: image8.jpg]


【評　　価】　「ＮＰＯの理解」「協働の意義の認識」は９割の参加者がよく理解できたという回答が得られ、基礎固めとしての成果は得られた。行政と市民が協働して課題解決に取り組む提案には柔軟な発想が見られ、今後、市民団体との出会い・対話の場を広げていくことを経て、実際の協働のまちづくりが進んでいくことが期待される。
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１－４　研修　受託契約事業　（民間部門）
①　デンソー ＮＰＯインターンシップ事業
【目　　的】　50歳以上の社員を対象にキャリアやスキルを社会還元し、定年後のライフスタイルの選択肢を増やすと共に、社会参画する人材の育成を実践することでＮＰＯ活動の発展に寄与し社会からの信頼や共感を得ることをめざす。
【内　　容】　ＮＰＯや地域活動を知る基礎講座・現場見学、ＮＰＯとのマッチング意見交換会、現場体験、体験発表会を行った。また、取り組みを取材し広報用ビデオを制作した。
【実施日・内容・講師・参加人数】　　　　　　　　　　　　　　
	日時・会場
	内容
	詳細・参加者数

	6月28日(土)

10:00～16:00　

ゴジカラ村・だいたい村（長久手町）
	「基礎講座」
	本社に集合、バスにて現地移動。

研修参加者44名。事務局2名。

	7月18日(土)

10:00～16:00

本社5号館・205ab
	「体験研修」
　○マッチング
	現場体験希望者の希望を伺い、ＤＥＣＯスクールに出店していたＮＰＯを紹介、マッチング作業を実施。12名参加。

	7月～12月
	「体験研修」
　○現場体験
	体験希望者に居住地域のＮＰＯや支援センターを紹介し体験活動を支援。

	1月31日(土)

本社5号館・206a
	「体験研修」
　○発表会
	研修参加者（基礎講座及び現場体験等）の感想発表等交流会を実施。8名参加

	6月～3月
	ビデオ制作
	基礎講座から発表会までを取材し、主に参加者の意識を収録しビデオを制作。　　


【実施形態】　株式会社デンソー委託事業
【事業収入】　916,524円　

[image: image10.jpg]


【評　　価】　インターンシップで定められた5日間だけでなく、継続的に活動参加している参加者もあり、現場体験が効果を生んでいた。また、現場体験に参加されなかった方も、「今回は事情があった。今後は参加したい。」との声があり、継続的な支援で、この研修プログラムの目的達成を図れると思われる。
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②　ＮＰＯ法人会計基準勉強会
【目   的】　　ＮＰＯ法人会計基準策定において、専門家やＮＰＯ会計担当者等と意見交換し、全国の議論と連動させ地域での意見交換の場とする。
【実施日・場所・参加人数】

11月28日（土）14:00～16:30　　ウィルあいち１階セミナールーム1・2

62名（参加者53名、登壇者4名、スタッフ5名）

【内容・講師】　１）ＮＰＯ法人会計基準策定の経過と「中間報告案」のポイント説明

　　　　　　　　加藤俊也さん（公認会計士・税理士／ＮＰＯ法人会計基準策定委員・サンプル専門委員、ＮＰＯ法人会計基準協議会事務局長）

　　　　　　　　２）パネルトーク

　　　　　　　　加藤俊也さん（同上）

橋本俊也さん（税理士／ＮＰＯ法人会計基準サンプル専門委員）

早坂　毅さん（税理士／ＮＰＯ法人会計基準策定委員）

中尾さゆり（ＶＮＳ主任研究員／ＮＰＯ法人会計基準策定プロジェクト専門委員）　　　　　　　　　　　　
【実施形態】　（主催）ＮＰＯ法人会計基準協議会、（特）ボランタリーネイバーズ

　　　　　　　（協力）（特）市民フォーラム21・ＮＰＯセンター

（特）パートナーシップ・サポートセンター　　　　　　　　
【事業収入】　105,000円

【評　　価】　ＮＰＯ法人の役員や会計担当者が参加者の大半を占める一方、所轄庁担当者や会計・税務の専門家など今後のＮＰＯ法人会計基準普及のキーとなる方にも参加いただいた。

パブリック・コメント用紙の回収率も高く、みんなでＮＰＯ法人会計基準を作っていくことの意義について、この地域でも徐々に浸透している空気を感じた。
啓発・情報提供事業
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２－１　情報提供事業
①　ホームページによる情報提供
【目　　的】　市民活動・まちづくりに関する理解や参加を促進、活動団体の力量向上、本会の活動の理解を促進するための情報を提供する。
【内　　容】　本会の活動紹介と報告、ネット上での基礎講座、イベント・研修情報等を随時更新（月に数回）した。トップページを大幅リニューアルし、写真を多く用いた活動紹介や掲載する事業項目を分類整理するなど、見た目と情報の探しやすさを重視し改訂した。
【アクセス数】ホームページ　累積175,799件（2010年4月30日現在、月に約2,211件）
　　　　　　　ブログ　累計　4,043件（2010年4月30日現在）
【事業収入】　0円
【評　　価】　全体構成や必要な情報へのアクセスをより容易にするために、トップページを大幅に整理した。また、事務局ブログでは、定期的に団体情報を開示したり、イベント告知と事業報告等、時機をとらえた情報を伝えることができた。
【Ｕ  Ｒ  Ｌ】　（ホームページ）http://www.vns.or.jp/　　（ブログ）http://blog.canpan.info/vns/

　
②　FAX・E-mailによる情報提供
【目　　的】　市民活動・まちづくりに関する理解、参加、運営の向上を図るため、有益な情報を提供
する。
【内　　容】　イベント・研修情報、市民参画の促進、行政との協働、助成金情報など。事業レポートは、会員に毎郵送約130通。メールは、約1,500通（内容により送付先は選別）
【時　　期】　事業レポートの発送は9月、12月、4月の3回。

トピック毎のメール情報発信は平均月2回。
【事業収入】　0円　
③　ＮＰＯ・まちづくり関係ライブラリーの運営
【目　　的】  市民活動・まちづくり活動の理解・啓発を図るため、書籍を収集し、貸出を行う。
【蔵 書 数】　1,192冊
【時　　期】　通年
【事業収入】　0円　
④　研究レポート「ボラネイ★キャラバン」発行事業
【目   的】　　各種セミナー、講演会、研究調査等で学んだ内容の要点などをレポートとして発行し、情報の共有を図る。発行数400部。
【内   容】　
	号数
	タイトル／頁数
	発行時

	vol.18　
	「参加・支援・協働につながるＮＰＯの情報発信とは？」　　　　
（A4版63頁）
	10年4月


　　　　　　　

【事業収入】　15,100円　　
２－２　市民メディア事業
①　ＷＥＢ及びビデオ制作事業
【目　　的】　当団体の実施する事業に関するビデオやＮＰＯやまちづくり団体が展開する事業の広報ビデオやＷＥＢサイトを制作する。
【内　　容】　本年はなし。（各事業の中で実施した）
【時　　期】　通年
【事業収入】　0円

②　ビデオづくりサポート事業　
【目　　的】 ビデオ制作の支援や機材貸し出しを行うことにより、市民による情報発信、研究活動を支援する。
【内　　容】 ＮＰＯの広報・記録ビデオの制作・撮影・取材支援や、デジタルビデオ、デジタルカメラ、三脚、編集機材等の貸し出しを行った。
2009年度貸出数：8件
【時　　期】 通年
【事業収入】 17,000円
２－３　啓発・情報提供　受託契約事業　（公共部門）
①　内閣府「流域コミュニケーション放送局による上下流交流活性化プロジェクト」事業
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【目　　的】　木曽川流域の上流地域と下流地域の交流（情報の提供、人の往来、商品の流通）の活性化を通じて、農山村の経済力を向上させ、森林環境保全、良好な水循環の確保に貢献する。

【内　　容】　・交流を先導するエンジンとして、市民運営の流域コミュニケーション放送局「流域放送局」を先行的に開局し、実践を通じてメディア人材を育てるとともに、ローカルノリッジを発掘する。

・流域の住民、企業、行政、関連ＮＰＯ、学識者等が参加し、インターネットを介した双方向の意見交換の場「流域塾」を開講し、ＲＣＢＣの生番組として放映するなど、上流地域の活性化にかかわる諸施策を発信し牽引する。

・流域コミュニケーション放送局による販売促進と連動した上流地域の物産店「流域メッセ」を開設し、地域資源のＰＲや商品流通を活発にする。
【時　　期】　8月～3月
【実施形態】　内閣府委託事業（平成21年度地方の元気再生事業）
【事業収入】　19,860,000円
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【評　　価】　・上下流交流を活性化するための「三つの事業（流域放送・流域塾・流域メッセ）」について、それぞれの仕組みを作ることは出来たが、その活用は今後の課題となった。

・人的な資源やネットワークが開拓され、流域交流の協働体制が拡充したことや技術的なノウハウが蓄積できたこと、また、物質的な基盤を確保できる見通しが出来たことは交流事業の基礎づくりとして成功した。

・マスコミによる広報が広範に行われ、流域交流事業について社会的関心が高まり、事業を推進するための資源（情報・ひと・もの・資金）調達の可能性が高まった。

・事業を展開するための基幹部分となる行政のトップが一堂に会して意見交換し、流域交流の必要性について認識を一致させたことは、今後の事業展開に好影響を与えることが期待されることとなった。

②　ＮＰＯ情報発信サポート事業
【目　　的】　ＮＰＯから豊富で多様な情報が発信されることにより、市民・企業・行政のＮＰＯへの参加・支援・協働が促進することを目指す。
【内　　容】　ＮＰＯの情報発信に関わる調査結果を元に、あいちＮＰＯ交流プラザのwebサイトに、各ＮＰＯの比較を容易にし、ＮＰＯの情報を凝縮させた「アピール情報」のフォーマットを作成し、その掲載普及を行うことで、信頼や魅力を感じる情報を発信する仕組みを整備した。同時に、ＮＰＯ自らの情報発信能力を高めるための研修等を行った。
	業務項目
	内容・講師

	１）ＮＰＯの情報受発信に関わるニーズ調査・好事例調査
	①ＮＰＯの情報に関わるステークホルダーへのニーズ調査

②ＮＰＯ法人への情報発信の実態調査

③全国のＮＰＯのホームページによる好事例調査

	２）ＮＰＯの信頼情報・魅力情報を発信するための研修
	①研修フォーラム

　間野丈夫さん(中日新聞社編集局生活部長)

桂博之さん（スターキャット・ケーブルネットワーク編成制作部制作課長）　参加者42名

②映像で伝える・地域セミナー（７回＋フォローアップ4回）
井村太麻美、安達和治（ＶＮＳスタッフ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（参加者延べ85名）

	３）アピールペーパー、アピール映像のフォーマット・システム開発
	①Ａ４×１枚の共通の書式で団体概要がわかる「アピールペーパー」のフォーマットの開発

②２分以内の動画を掲載できるフォーマットの開発

③あいちＮＰＯ交流プラザのwebサイトにアピールペーパー、アピール映像を掲載・閲覧できるシステムの開発

	４）ＮＰＯ法人のアピールペーパー・アピール情報の掲載促進
	アピール情報74情報、アピール映像26情報が掲載


【時　　期】　７月～3月
【実施形態】　愛知県委託事業
【Ｕ  Ｒ  Ｌ】　https://www.aichi-npo.jp/　

【事業収入】　8,097 ,863円


【評　　価】　「アピール情報・映像」を掲載する仕組みは、「NPOと行政の協働に関する実務者会議」、調査結果、検討委員会での議論等を踏まえて構築できた。調査結果の報告書「参加・支援・協働につながるＮＰＯの情報発信とは？」は、今後効果的な情報発信を図っていくための参考書として活用できるようにまとめ、「ボラネイ★キャラバンvol.18」の形でも製本し、共有を図った。アピール情報・映像の掲載は、テスト運用を経て100情報が掲載され、３月23日に正式運用に至ることができた。情報インフラとして、より多くの情報掲載を図っていくことが今後の課題である。
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③　愛知芸術文化センターアートプラザ管理運営業務
【目　　的】　愛知芸術文化センターをはじめ、愛知県内・全国で行われるコンサート・演劇・展覧会などの芸術文化情報の収集をし、開架を通して県民へ提供する。
【内　　容】　全国から郵送・持ち込まれる文化芸術情報の整理・開架、保存、データベース入力、ホームページ・情報紙作成など施設運営と共に、ビデオルームを活用した自主企画事業（ビデオルーム活性化事業）を実施し、アートプラザの活性化に取り組んだ。
【時　　期】　通年
【実施形態】　愛知県委託事業
【事業収入】　13,608,000円
【評　　価】　芸術文化に関する打ち合わせなど気軽に利用して頂こうと、プラザ内に「歓談席」「交流コーナー」を設置し多くの方に利用されている。ビデオルーム活性化事業では子どもを対象にしたアートワークショップ「アートスコーレ」を夏・春休みに実施し多くの子どもたちで賑わった。今後さらに内容を充実させ定期的に開催していく予定。新年度からはプラザで受け付けた芸文外の施設における音楽・展覧会等催事情報を芸文HPで閲覧できるようになった。あいちトリエンナーレ2010の広報も積極的に展開している。
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④　「あいちＮＰＯ交流プラザ」ＷＥＢサイト保守管理業務
【目　　的】　愛知県所轄のＮＰＯ法人に対する情報提供及びＮＰＯ法人に関する情報を県民及び関係者に分かりやすく適確に提供する「あいちＮＰＯ交流プラザ」ＷＥＢサイトの保守管理をする。
【内　　容】　「あいちＮＰＯ交流プラザ」ＷＥＢサイトのサーバー及びシステムの管理。
【時　　期】　通年
【実施形態】　愛知県委託事業
【Ｕ  Ｒ  Ｌ】　https://www.aichi-npo.jp/　

【事業収入】　◎収入685,421円

【評　　価】　保守管理業務を無事に遂行した。
２－４　啓発・情報提供　受託契約事業　（民間部門）
①　「スターキャット市民映像祭」支援業務
【目　　的】　市民のまちづくりに関する映像作り（メディア力）を促進する。
【内　　容】　スターキャットＣＡＴＶ(名古屋市)が実施する「市民映像祭（全国からまちづくりのビデオ作品を募集しコンテスト）」の企画運営広報等をサポート。
【時　　期】　通年
【実施形態】　スターキャット・ケーブルネットワーク株式会社業務契約
【事業収入】　2,475,375円
【評　　価】　市民のまちづくり映像祭事業（「なごやまちコミ映像祭」）の取組みが2005年度（第4回）で一端停止していたが、この事業に継承されることとなった。

　　　　　　研究調査・提言事業
３－１　各種審議会・委員会への参画
【目　　的】 各種審議会・委員会・審査会等への参画を通して、ＮＰＯの発展やまちづくり、市民主体の社会づくりに向けて提言や提案を行う。
①　公的機関及び外郭団体
	
	委員会名
	主催者
	委員名

	①
	中部環境パートナーシップオフィス運営協議会
	環境省
	大西光夫

	②
	あいち新世紀自動車環境戦略会議
	愛知県
	大西光夫
三島知斗世

	③
	愛知県自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会
	愛知県
	大西光夫
三島知斗世

	④
	あいちエコモビリティライフ推進協議会企画運営会議
	愛知県
	大西光夫

	⑤
	ＮＰＯと行政の協働に関する実務者会議
	愛知県
	三島知斗世

	⑥
	愛知県地域づくり団体交流協議会委員
	愛知県
	三島知斗世

	⑦
	愛知県地域づくり活動表彰審査委員会委員
	愛知県
	三島知斗世

	⑧
	愛知県行革大綱策定検討委員会
	愛知県
	三島知斗世

	⑨
	名古屋市男女共同参画審議会委員
	名古屋市
	大西光夫

	⑩
	名古屋開府400年記念事業実行委員会
	名古屋市
	大西光夫

	⑪
	名古屋市福祉有償運送運営協議会
	名古屋市
	大西光夫

	⑫
	名古屋市ふるさと雇用再生事業審査委員会委員
	名古屋市
	大西光夫

	⑬
	名古屋市会基本条例研究会会議
	名古屋市
	大西光夫

	⑭
	なごや環境大学実行委員会
	名古屋市
	三島知斗世

	⑮
	岡崎市市民協働推進委員会委員
	岡崎市
	三島知斗世

	⑯
	江南市自治基本条例検討委員会委員
	江南市
	三島知斗世

	⑰
	東海市まちづくり協働推進事業審査会審査委員
	東海市
	三島知斗世

	⑱
	尾張旭市自治会等活動促進助成事業候補選定会議構成員
	尾張旭市
	中尾さゆり

	⑲
	豊明市協働推進委員会委員
	豊明市
	三島知斗世

	⑳
	日進市平成20年度ＮＰＯ公募提案型委託事業選定委員会委員
	日進市
	大西光夫

	 eq \o\ac(○,21)
	ＵＲ都市機構地域懇談会
	ＵＲ都市機構
	大西光夫


②　民間団体
	①
	全労済地域貢献助成事業審査委員会審査委員
	全国労働者共済生活協同組合連合会
	三島知斗世

	②
	ブロック褒賞「AWARD OF AICHI2009」
	日本青年会議所愛知ブロック協議会
	三島知斗世

	③
	ＮＰＯ法人会計基準策定プロジェクトサンプル専門委員
	ＮＰＯ法人会計基準協議会
	中尾さゆり


【事業収入】 41,200円
３－２　ＮＰＯ調査研究提言　受託契約事業　（公共部門）
①　愛知県　農林水産物産地直売所及びふれあい体験施設実態調査
【目　　的】　愛知県内にある農林水産物直売所及びふれあい体験施設の正確な情報を調査し、愛知県総合型地理情報システム（マップあいち）に掲載、県民の施設利用を促進する。

【内　　容】　農林水産物直売所およそ300ケ所、ふれあい体験施設およそ100ケ所に対し直接現場訪問し、施設責任者及び営業スタッフ・来客利用者へのヒアリングと地理情報の確認、写真撮影等を行い、マップあいちに掲載する情報を編集しデジタルデータにて納品した。
【実施形態】　愛知県委託事業

【実施時期】　11月～3月

【事業収入】　4,642,470円

【評　　価】　産直施設及び体験施設の現場を直接訪問し、関係者や利用者と交流することで、こうした施設の課題や展望、また、地域の課題が見えてきた。特に、意欲的な人材は様々な情報を欲していることがわかり、活性化策が提案できた。

②　名古屋市　つるまこうえん・百歳・祭！「夢の公園を語ろう」運営
【目　　的】  鶴舞公園が出来て100年を記念し、子どもたちから「夢の公園」の提案（絵と説明文）を募集した。これをもとに、有識者で「公園の将来像」をまとめる。
【内    容】 　鶴舞公園近辺の小・中学校の生徒を主な対象にして募集した作品を鶴舞公会堂で展示し、選考委員によるコンテストを実施するとともに、審査委員や公園関係者・市民によるワークショップを開催し、意見をまとめた。

【実施日・会場・内容】

	日時・会場
	内容

	9月19日(土)

鶴舞公会堂4階ホール
●選考委員会

9：00～12：00


	【委員長】鈴木賢一さん（名古屋市立大学大学院芸術工学科教授）

【委員】奥田陸子さん（子どもの遊ぶ権利のための国際協会日本支部事務局長）、糟谷護さん（糟谷庭園デザイン室代表）

滝川正子さん（平和公園自然観察会代表）

真弓浩二さん（株式会社アルダー環境設計室取締役）

新美三枝さん（川名公園整備住民会議）

	●座談会「みんなで夢の公園を語ろう」

13：00～16：00
	【ワークショップのテーマ】
「子どもの遊び場としての公園」、「庭園など鑑賞の対象としての公園」、「自然としての公園」、「住民にとっての公園」、「健康にとっての公園」（司会：真弓浩二さん）


【時　　期】　2009年4月～10月
【実施形態】　（財）名古屋市みどりの協会委託事業
【事業収入】　1,461,600円
【評　　価】　子どもたちから応募。

②　刈谷市　共存・協働のまちづくり推進支援業務
【目　　的】 「刈谷市　共存・協働のまちづくり推進基本方針」の推進に向けて、さまざまな主体が協議し、主要な取り組みを生み出していくための支援を行う。
【内    容】　刈谷市のまちづくりを担う６主体が協議する推進委員会の支援を行うと共に、市民が刈谷のまちを「自分ごと」として捉えて行動していく一歩となる語り合いの場を実現するために、運営母体のワーキング会議を重ね、市民フォーラムを開催した。
	業務項目
	日程・内容

	①共存・協働のまちづくり推進委員会の運営支援
	16名の委員＝昇秀樹（名城大学教授）委員長
09年4月～10年３月で計５回
重点テーマは、①コーディネーターの育成、②市民活動支援基金の創設、③市制60周年市民公募事業の審査（公開審査会は11月28日(土)）

	②市民ワーキング会議
	21名の公募市民　

９月～11月の全４回で語りあいの場のあり方を考え企画。
ファシリテーター：岡田敏克（ＶＮＳ客員研究員）

	③市民フォーラム
「わがまちのしゃべり場２」
の開催
	11月1日(日)　刈谷市役所大会議室　　    （参加者93名）　　

13のテーマを設定してカフェ方式で語りあい、提案を作成


【時　　期】　5月～3月（同事業契約期間は4月～3月）
【実施形態】　刈谷市委託事業
【事業収入】　2,302,280円

【評　　価】　共存・協働を育む第一歩である「対話」を以下をはじめとする様々な場でスタートできた。①気軽に自由に語り合えるカフェ方式の「しゃべり場」、②団体間交流を行う「つむぎ場」等を実施した。③「市制60周年市民公募事業の審査」では、公開審査を通して、「公益性とは何か」等を議論し、学びあう場とすることができた。


③ 名東区　めいとうまちづくりフォーラムの実施に関する業務
【目　　的】　名古屋市名東区の今後のまちづくりに向けて、活動分野・地域を越えて自由に意見交換し、相互の連携や新しい発想を得ながら、行動につなげていく場とする。

【内　　容】　５回の意見交換会を行い、今後のアクションプランをつくると共に、プランを市民に向けて発表し、フィードバックを得る場を設けた。参加者28名。
	
	日時
	場所
	内容

	第１回
	9月7日(月) 
13:30～16:00
	名東区役所
	「立ち上げ、想いの分かち合い、テーマの設定」

	第２回
	10月22日(木) 
13:30～16:00
	名東区役所
	「テーマを定めて、深める」

	第３回
	11月19日(木)
13:30～16:00
	名東区役所
	「内容を深めて、アクションを提案する」
提案シートの活用

	第４回
	1月16日(土)
14:00～16:15
	名東文化小劇場
	公開意見交換会（「ニューイヤーコンサート」に合わせて開催）

	第５回
	2月23日(火)
09:30～12:00
	名東区役所
	「わくわくどきどきなアクションを実践するために」


【ファシリテーター】　
吉村輝彦さん　　日本福祉大学　国際福祉開発学部国際福祉開発学科　准教授　
青山　嵩さん　　（財）名古屋都市センター　まちづくりアドバイザー
三島知斗世　  
【実施形態】　名東区委託事業
【事業収入】　794,768円

【評　　価】　わいわいガヤガヤと自由な話し合いの中で「（植田川に親しむ）めいとうかえるプロジェクト」、「名東こども会議」、「（住民が特技を活かして交流・助け合う市）楽市楽座」、「（小さな交流の場を沢山つくる）パノラマハンズ」の４つのプロジェクトが生まれ、動き出すことができた。
　　　　相談・助言事業
４－１　　講師派遣事業
①　ＮＰＯ講師派遣／まちづくり講師派遣
【目　　的】　市民団体・行政・企業等が行うまちづくりイベント等のコーディネート、企画運営に関する助言や講師などの紹介及び派遣を行う。
【内　　容】  

	
	講師派遣先
	派遣者名

	①
	愛知県　ＮＰＯと行政のテーマ別意見交換会「あいちの住まい・まちづくり」の課題と対策　コーディネーター
	大西光夫

	②
	愛知県「ＮＰＯと行政の協働に関する班長職員等研修会」
	大西光夫

	③
	愛知県自治研修所　平成21年度新規採用職員研修「ＮＰＯとの協働」（２回）
	三島知斗世

	④
	あいち協働ルールブック推進フォーラム2010「協働のさらなる促進に向けた提言」パネラー
	三島知斗世

	⑤
	豊田市「共働推進担当者研修」（４回）、「共働事業提案制度　研修・交流会」（３回）
	三島知斗世

	⑥
	大口町「よりよい協働にしていくために」（２回）／大口町の未来を考えるフォーラム
	三島知斗世

	⑦
	知多市コミュニティリーダー研修会
	三島知斗世

	⑧
	とよた市民活動センター「ＮＰＯスキルアップ講座シリーズ　助成金獲得のコツ」　（２回）
	中尾さゆり

三島知斗世

	⑨
	刈谷市民ボランティア活動支援センター　車座集会「あなたにとって、協働のまちづくりとは？」
	三島知斗世

	⑩
	（社福）愛知県社会福祉協議会「ボランティア・市民活動のつどい」
	三島知斗世

	⑪
	名古屋税理士会　ＮＰＯ支援専門研究会「ＮＰＯ法人の現状と課題」
	大西光夫

	⑫
	（特）地域と協同の研究センター「第12回社会的企業勉強会」
	大西光夫

	⑬
	社団法人愛知県シルバー人材センター連合会　職業ライフセミナー「ＮＰＯへの参加の仕方」（2回）
	中尾さゆり

	⑭
	（特）あいちＮＰＯ市民ネットワークセンター　（みよし市協働推進関連事業サポート／通年）
	三島知斗世

	⑮
	（特）地域福祉サポートちた　愛知県協働ロードマップ　「要介護状態にない高齢者のための地域の交流の場づくり」協議の場（４回）
	三島知斗世

	⑯
	（特）市民活動支援機構ぼらんぽ「ＮＰＯ法人・支援センタースタッフ向け研修」
	三島知斗世


【事業収入】　1,270,020円

４－２　　ＮＰＯ・まちづくり相談事業
①　ＮＰＯ法人設立・運営相談　
【目　　的】　ＮＰＯ法人設立や市民団体の運営、まちづくりに関する諸問題について無料＆有料相談を行う。
【内　　容】　電話・FAX・E-mail・来訪などで、計76件の相談に対応。
【時　　期】  通年
【事業収入】　◎収入　0円
② 会計ボランティア派遣事業
【目　　的】　ＮＰＯ法人のアカウンタビリティ向上およびコンプライアンス促進のため、小規模な草の根ＮＰＯなど、団体単独で会計を行うことが困難なＮＰＯに対し、個別に支援を行う。
【内　　容】　各団体からの会計支援依頼を受け、団体規模・事業内容・会計体制などに応じた、会計システムづくり、会計ソフト設定、ボランティア派遣などの形で会計支援を実施する。
	支援形態
	件数

	会計担当者の派遣
	２団体

	会計ボランティアの派遣
	５団体

	その他単発支援（会計相談、決算準備、決算支援）
	17団体

	電話・Emailなどによる相談
	適宜


【事業収入】　◎収入　846,250円

【評　　価】　中間・決算期にスポット的な支援を求める声が多く利用団体件数が前年度比8割増となった。継続的な支援においては、団体内部での人材育成を前提とした体制・運営支援も視野にいれ、今後検討していく必要がある。

②　ＮＰＯ向け会計ソフト普及
【目　　的】　主にＮＰＯ法人を対象に、使用しやすくまた所轄庁への必要書類が作成できる会計ソフト（ソリマチ株式会社）の普及を通して、ＮＰＯのアカウンタビリティ向上を支援する。
【内　　容】　会計ソフトのＰＲ、販売を行った。
【利 用 者】　全国のＮＰＯ法人関係者・市民団体など　
2009年度普及数：会計王ＮＰＯ Limited　19本
【事業収入】　◎収入　578,000円

③　ＮＰＯ会計テキスト発行
【目　　的】　ＮＰＯ法人の会計、運営に関するテキストを発行・普及し、ＮＰＯの運営能力の強化・アカウンタビリティの向上を支援する。
【内　　容】　分冊式『基礎からよくわかるＮＰＯ会計』シリーズのうち、「①はじめの一歩」「②簿記・仕訳」「③ＮＰＯ会計」「④決算」各書籍の販売、問い合わせの対応を行った。
【利 用 者】　全国のＮＰＯ法人関係者、税理士など　
『基礎からよくわかるＮＰＯ会計』
2009年度普及数：①41冊、②40冊、③39冊、④39冊　計159冊
【事業収入】　◎収入　87,010円

４－３　　相談助言　受託契約事業（公共部門）
①　愛知県 ＮＰＯアドバイザー設置事業・専門相談
【目　　的】　愛知県内のＮＰＯからの相談を通して、健全な運営のための支援を行う。
【内　　容】　主に会計・労務・組織マネジメント等の相談とセミナーを実施した。
	内容・参加者数等
	講師

	個別相談（41日／全138回）計115件
	アドバイザー４名

	税務セミナー（5／16）22名
	林俊彰さん（税理士）　　

	会計基礎セミナー（6／4）9名、（10／8）10名
	中尾さゆり　　　

	法人格取得後の手続き・準備セミナー

（7／2）8名、（11／7）4名、（3／9）12名
	中尾さゆり、佐藤 真　

	労務セミナー　

【基礎編】（9／29）18名、【アドバンス編】（11／26）14名
	加古朗さん

（社会保険労務士）　　

	事業報告書セミナー　　

①日進市（2／8）12名、②豊橋市（2／24）7名、③瀬戸市（3／2）12名、④岡崎市（3／20）10名、⑤名古屋市（3／27）14名　 　
	①③⑤中尾さゆり
②④⑤佐藤 真


【アドバイザー】中尾さゆり、佐藤 真、間宮基文、三島知斗世
【時期・場所】　主にあいちＮＰＯ交流プラザで実施。４回は、愛知県内の各地域への出張開催。
【実施形態】　愛知県委託事業　　
【事業収入】　1,129,000円
【評　　価】　相談の稼働率83.3％、セミナー参加者延べ153名（利用率82.7％）、アンケートでの満足度評価も98.1％と、高い評価が得られた。専門家によるセミナーにより運営に対して意識が高まったとの声が聞かれ、実務支援から団体運営に至るまで広く対応できた。


②　大口町 ＮＰＯ団体事務支援事業
【目　　的】　大口町内のＮＰＯ（任意団体も含む）の事務支援等を通して、各団体のアカウンタビリティを向上する。
【内　　容】　３団体に対し、会計事務の個別相談、仕組みづくり、決算支援等を行った。また、大口町内でのＮＰＯ支援のあり方についての検討・意見交換も実施した。

【時　　期】　4月～3月（現地での支援　計７回）
【実施形態】　大口町委託事業　　
【事業収入】　150,500円


【評　　価】　当初から支援している団体が今年度ＮＰＯ法人格を取得したが、任意団体時から移行を想定して支援を行ってきたことで、スムーズに法人としての運営に移行できた。会計事務だけでなく、助成金獲得、組織運営等、支援内容が多岐にわたってきたため、地元の中間支援団体との連携、総合的な支援体制づくりにさらに取り組んでいきたい。
４－４　　相談助言　受託契約事業　（民間部門）
①　あいちモリコロ基金サポート事務局
【目　　的】　公益信託愛・地球博開催地域社会貢献活動基金（愛称：あいちモリコロ基金）の運営において、サポート事務局として市民広報、申請者からの相談、事業報告書の点検等の基金運営支援を行い、また市民の意見を集約し基金への助言等を行う。
【内　　容】　あいちＮＰＯ交流プラザ内に設置された相談コーナーにおいて、電話・FAX・E-mail・来訪などで、計567件の相談に対応したほか、募集説明会を開催し、広く募集を募った。また、申請書類・実績報告書の一次チェック、申請書や募集要項についての改善提案を行ったほか、ホームページ管理運営を行った。
【時　　期】  通年（相談コーナー開設は6月2日～30日、10月1日～31日）
【事業収入】　4,183,200円
【評　　価】　助成対象団体の採択基準（公開審査の合計点）が高くなる傾向にあり、申請書の書き方から企画内容に至るまで相談の変化に対応してきた。反面、申請書類のなかには形式要件が整っていないものも多くあり、まず申請において必要な要件を整えられるよう支援体制を整える必要がある。また、事業実施の効果、事業実施の実態などを点検し、適確に資金が使用され事業実施されているかどうか点検することが課題となっている。
【Ｕ  Ｒ  Ｌ】　http://morikorokikin.jp/


人材交流・ネットワーク推進事業

５－１　ＮＰＯ交流・ネットワーク促進事業
①　ＮＰＯ交流・ネットワーク形成　
【目　　的】　全国及び愛知県内のＮＰＯやネットワーク組織に参加し、ＮＰＯの発展に向けた意見交換や協働・ネットワーク形成を図る。
【内　　容】　

	
	参画・連携・協働団体
	氏　名

	①
	（特）地域創造ネットワーク・ジャパン（理事）
	大西光夫

	②
	（特）移動サービス市民活動全国ネットワーク（理事）
	大西光夫

	③
	（特）あいち福祉ネット（理事）
	三島知斗世

	④
	（特）地域福祉サポートちた（理事）
	三島知斗世

	⑤
	（特）伏見の会（理事）
	大西光夫

	⑥
	（特）たすけあい名古屋（理事）
	大西光夫

	⑦
	（特）揚輝荘の会（理事）
	大西光夫

	⑧
	（特）花と緑と健康のまちづくりフォーラム（理事）
	大西光夫

	⑨
	（特）平和のための戦争メモリアルセンター（募金委員）
	大西光夫

	⑩
	市民協働ネットワーク「リニモネット」（世話人）
	大西光夫


【事業収入】　12,000円

５－２　まちづくり交流・ネットワーク促進事業
①　まちづくり交流・ネットワーク形成　
【目　　的】　全国及び愛知県内のまちづくり（団体）に参加し、意見交換や協働・ネットワーク形成を図る。
【内　　容】　

	
	参画・連携・協働団体

	①
	愛知県交流居住センター（理事）

	②
	愛知・川の会（会員）

	③
	愛知県青少年育成県民会議（会員）

	④
	自治体学会（会員）

	⑤
	地域づくり団体協議会（会員）

	⑥
	花祭サポーター（事務局長）

	⑦
	名古屋開府400年祭実行委員会（委員）

	⑧
	名古屋開府400年祭記念事業「夢なごや400」（事務局長）

	⑨
	障害者と市民の集い実行委員会（実行委員）


　(特記)

　①「愛知県交流居住センター」は、愛知県、岡崎市、豊田市、新城市、設楽町、東栄町、豊根村、愛知森林組合、愛知大学、社団法人地域問題研究所、ＶＮＳなどが会費と役員を出して、年間1000万円規模の事業を展開しています。行政から民間への「委託」という形ではなく、行政と民間の「協働」のモデル形として注目されています。

【事業収入】　0円
②　伝統行事「花祭」サポート事業
【目　　的】　奥三河に伝わる伝統行事「花祭」の保存継承をサポートするため、伝統芸能や文化の保存継承、農山村活性化支援や交流事業に関心のある都市部の人々を中心にネットワークを形成し活動展開するとともに「花祭」の実施を支援する。
【内　　容】　奥三河現地で開催される花祭のサポートを都市部の人たちによびかけて実施。3月に開催された東栄町布川地区の花祭に参加し、支援活動を実施した。
【実 施 日】　通年
【実施形態】　自主事業
【事業収入】　0円
③　名古屋市　名古屋開府400年祭「夢なごや400」運営委員会事務局業務
【目　　的】　市民が未来に伝えたい夢や名古屋の魅力を発見し共有することで、「まち(づくり)」に愛着を持つようにする。
【内　　容】　名古屋開府400年を記念して実施されている記念事業の一つ「夢なごや400」の運営委員会事務局を担当。

「夢なごや400」事業は、名古屋の「魅力」と「こんなまちになるといいな」という「夢」を公募し、冊子とＤＶＤにして記録に残す事業。

応募チラシや啓発フォーラムのチラシおよそ5万枚を作成し配布した。2200件の応募があった。（魅力部門1600件、夢部門600件。夢部門は小中学生に限って募集。）

	運営委員会

	【委員長】荒俣宏さん

（作家。名古屋開府400年記念事業実行委員会ゼネラルプロデューサー）

【委員】鈴木賢一さん（名古屋市立大学大学院芸術工学研究科教授）

滝川正子さん（なごやの森づくりパートナーシップ連絡会代表）

竹内元宏さん（名古屋市市政資料館専門調査員）

堀田亜希さん（月刊KELLy編集部）

水野孝一さん（財団法人にっぽんど真ん中祭り文化財団専務理事）

矢野きよ実さん（タレント）


【時　　期】　契約期間：2009年4月～2010年12月（およそ2年間）
【実施形態】　名古屋開府400年記念事業実行委員会から業務委託
【事業収入】 　3,000,000円
【評　　価】　400年祭記念事業のうち市民参加型の事業として展開されるとともに、現在の市民の思いを未来へ伝える事業として一過性に終わらないよう次年度以降も継続したい。

５－３　　ネットワーク促進「中部環境パートナーシップオフィス運営事業」
(環境省受託事業部分)

①　中部環境パートナーシップオフィス管理運営
【目　　的】　市民、環境ＮＧＯ/ＮＰＯ、行政、企業等、社会を構成する主体と多様なパートナーシップ事業を展開し、パートナーシップによる実践を促進するための基盤を形成する。
【内　　容】　事業の柱は、①オフィス運営管理・情報基盤整備業務　②環境パートナーシップ推進業務（重点テーマ）「生物多様性中部イニシアティブプロジェクト」「ＥＳＤ中部イニシアティブプロジェクト」③環境パートナーシップ推進業務「中部地方における中間支援組織（官民）の連携体制の構築」「広域的な環境パートナーシップの促進」 ④運営検討・提案会議の開催 ⑤運営協議会提案協働事業 ⑥その他、「生物多様性の保全による都市部の緑化支援」事業、なごや環境大学やＪＳＴプロジェクトとの連携などの業務、である。対象地域は、富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、愛知県、三重県。

【時　　期】　通年

【実施形態】　環境省中部地方環境事務所委託事業
【事業収入】　12,174,840円　

【評　　価】　ＥＰＯ業務第2期となり、今年度の事業目標として、「持続可能な地域づくりのための『協働』の有効性を仮説・検証する」を掲げた。仮説・検証にまでは至らなかったが、事業に関わる主体の多様性及びテーマ設定に拘り、事業展開をした。特に「協働」の原点となる「対話」の主体やその関係性、質を丁寧に育むための会議設計に注力した。その結果、質の高い協働事業を展開することができ、各事業のプロセスにおける協働の有効性を検証する作業への可能性を垣間見た。一方、協働評価の指標が明確に設定されていないため、運営会議メンバーの専門性などを交え、指標づくりの着手が必須の課題となっている。
②　平成２１年度東海における環境保全活動とＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）普及支援業務
【目　　的】　東海地域において開発と環境保全の調整が図られた事例を調査し、ＥＳＤの視点により生物多様性の保全、持続可能な社会を実現するために必要な人材及びその育成のあり方を取りまとめ、広く提示することにより生物多様性の保全との普及を図る。
【内　　容】　生物多様性をテーマとした環境保全に関するＥＳＤ事例について、東海地域の岐阜県・愛知県・三重県、各県１事例のヒアリング調査等を行い、持続可能な社会に必要な人材及びその育成のあり方を抽出・整理。市民の理解を促進するため冊子として作成した。Ａ４版フルカラー8ページ
【時　　期】　3月
【実施形態】　環境省中部地方環境事務所委託事業
【事業収入】　750,000円

【評　　価】　冊子配布500部。生物多様性の保全活動を行うＮＰＯや行政と関係性を深め、東海地域の現場から、生物多様性保全の視点からみた持続可能な社会に必要な人材及びその育成のあり方を提示した。
③　平成２１年度中部地方における環境協働政策に関する検討業務
【目　　的】　中部地方における環境協働推進の基盤であるＥＰＯ中部を検討対象とし、過去３年の業務実績から捉えられた機能やその運営体制、並びに推進課題を題材に、地域主体のパートナーシップによる「環境パートナーシップ支援拠点の在り方」の検討を行う。
【内　　容】　環境省の法令における役割、地域の民間団体等が考える役割を整理し、補完性の原則に則った役割の明確化、及び運営資金調達方法、事業に対する責任の所在、運営体制について意見交換をした。
【時　　期】　2月

【実施形態】　環境省中部地方環境事務所委託事業
【事業収入】　200,000円

【評　　価】　検討の結果、将来の運営基盤構築のために、官民が協働して進めていく為のコミットメント、その明文化が必要とされた。ＥＰＯ中部の設置主体である環境省中部地方環境事務所のポリシーステートメント（社会的政策表明書）の作成に至った。
④　平成２１年度中部地方におけるフォーラム運営業務
【目　　的】　　北陸・東海における学校教育での実践、里山保全を通じて生物多様性保全の情報共有、経験交流を図る。
【内　　容】　「ＥＳＤフォーラム2009  現場に聴く 今、大切な学びあい」と題し、ＮＨＫ名古屋放送局「中学生日記」チーフプロデューサーを招いての話題提供、北陸・東海それぞれの実践紹介などを実施した。
【時　　期】　3月
【実施形態】　環境省中部地方環境事務所委託事業
【事業収入】　750,000円

【評　　価】　北陸・東海両地域の教員・地域活動実践者が集まり、お互いのＥＳＤ実践のアプローチの違いや課題を共有することができた。参加者が少なかった為、スケジュール管理や有効な広報をいかに行うか、今後検討が必要である。

⑤　平成２１年度中部地方環境関係情報提供業務
【目　　的】　中部地方環境事務所及びＥＰＯ中部を始めとした中部地方の環境関係団体からの様々な情報をきめ細かく提供し、環境保全活動について広い理解を伝えることを目的として、情報の収集、発信（メールマガジン発行）を実施した。
【内　　容】　メールマガジン配信　2009年7月～2010年3月（9ケ月分）。メールマガジンの全体構成、新規配信希望者の調査及び配信希望の呼びかけ、原稿の情報提供依頼、原稿の作成・配信・HP掲載、配信先のデータベース化。

2009年7月より増加した登録者数　13件（企業４件、ＮＰＯ２件、他７件）

現在の配信数644件（2010年3月23日現在）
【時　　期】  7月～3月
【実施形態】  環境省中部地方環境事務所委託事業
【事業収入】　128,000円
【評　　価】　中部7県を対象圏域とするＥＰＯ中部にとって、メールマガジンでの情報発信は非常に重要である。しかし、今年度は登録者数が13件しか伸びず、また掲載する内容もイベント情報が多く、メールマガジンの一つの魅力ともなる「読み物」としての位置づけが弱かったことが、課題の一つとしてあげられる。中部7県の環境関係の多様な情報を、誰にどう伝えるか、メールマガジンをどう使うか、戦略的検討が必要である。　　

(民間パートナーシップ事業部分)

⑥　なごや環境大学　ユニー株式会社提供お店探検隊インタープリター養成講座
【目　　的】　地域のお店を活用した、小学生を対象にした環境教育を実践する人材を育成する。
【内　　容】　ユニー株式会社の環境活動やお店の環境活動・取り組みを体験的に学び、それを素材にした環境学習プログラムづくりや伝え方のノウハウを習得する講座を実施した。

全受講者13名　講座回数計７回
【時　　期】　5月～12月
【実施形態】　なごや環境大学委託事業
【事業収入】　900,000円

【評　　価】　全７回の講座で知識やスキルを習得し、プログラム化して実践する内容は、受講生にとって大変な作業であった。しかし、お店という実践現場があるからこそ、受講生のモチベーションが高まり、さらに講座修了生が活動できる場が用意されている、という点では実のある人材育成講座である。今年度修了生はすでに地域での現場で実践しており、参加人数が少なかったが、講座の効果は高かったといえる。
⑦　ユニー株式会社　環境学習協働事業

【目　　的】　ユニー株式会社の店舗を活用して地域のＮＰＯ・実践者がノウハウを持ち寄り、パートナーシップ型の学びの場をつくる。
【内　　容】　福井県、長野県、愛知県、岐阜県、三重県、計６ケ所で実施。ユニー株式会社、店舗、行政やＮＰＯ、インタープリター養成講座修了生が協働して取り組めるようコーディネート・サポートする。上記インタープリター養成講座の受講生も参加。
【時　　期】　7月～8月　
【実施形態】　ユニー株式会社委託事業
【事業収入】　210,000円

【評　　価】　ユニー株式会社と地域の店舗、地域ＮＰＯをコーディネートすることにより、地域の店舗と地域のNPOの関係性が深まった。また、インタープリター養成講座の受講生の実践の場となり、スキルアップ、モチベーションアップにつながった。
⑧　デンソーエコポイント制度における「地域の環境活動への寄付」事業(一部業務)

【目　　的】　地域の環境改善・保全活動に、地域・学校・企業連携で取りくむ市民活動団体、小･中学校を対象に助成を行う。社員やその家族、地域住民が積極的に参加することを促進しながら地域の環境改善・保全活動の活性化を図る。さらにＥＰＯ中部が受託することにより、普及・参加が高まり、地域における環境活動の「協働」が促進され、地域の環境改善・保全活動が活性化されることを目的とする。
【内　　容】　企画会議の実施、周知および助成団体募集に関する広報、公募説明会の企画・運営、選考委員会、経験交流会、報告書の作成。
【時　　期】　契約期間：2009年4月～2010年2月
【実施形態】　株式会社デンソー委託事業
【事業収入】　1,397,329円
【評　　価】　応募総数28団体から今年度は8団体（昨年度3団体）を助成団体とし、それぞれの活動に社員とその家族が参加した。本事業の重要ポイントは、社員がいかに地域に目を向け意志を持って地域の活動に参加するか、であるが、社員の参加はまだ少なく、企業と地域、社員と市民の新たな関係づくり、仕組みの進化をどう重ねていくかの検討が必要である。
⑨　リコー中部販売グループ 地域環境活動協働プログラム グリーンプロモーション〈エコひいき〉事業〈一部業務〉
【目　　的】　地域における企業と市民団体との関係性を育み、環境課題の解決を促すと同時に、企業の環境ブランドを向上させる。
【内　　容】　社員が営業先で環境に関する情報提供をすると、エコカードのポイント収集となるしくみに基づき、地域で環境活動を行う市民グループを対象にした資金助成、社員の活動参加を行う。契約内容としては助成団体の募集とＰＲ、過去の助成団体を対象にしたアンケート、社員・助成団体を対象にした活動ヒアリング、経営層及びステークホルダーを対象にした経験交流会、成果レポートの作成を担った。

【時　　期】　2009年4月～2010年3月
【実施形態】　リコー中部株式会社委託事業
【事業収入】 　1,520,000円
【評　　価】　2009年度はＣＯＰ10の開催を視野に入れ、「生物多様性」をテーマに募集。応募総数23団体から外部審査委員会において７団体を推薦枠として選定、その後、社員投票により推薦した7団体の助成先が確定した。団体活動や地域への成果、次年度計画に向けた意見等を助成団体から把握し、有識者を交えた経験交流会で、次年度に向けての課題解決（いかにお客様の参加を増やすかなど）のための意見交換を行った。

⑩　ブラザー工業株式会社ステークホルダー会議　
【目　　的】　企業の環境担当者（9社）と、「企業において環境をいかに主流化するか」をテーマに実施。企業全体として環境活動、環境対応業務を遂行できる体制をいかにつくるか、について意見交換をする。
【内　　容】　6社のプレゼンテーションにより現状を把握し、「環境」をテーマとした事業をいかに社全体として取り組むか、その際の社員への教育をどう実施するか、社内の業務プロセスにいかに環境に配慮したアプローチを取り入れていくか、などを議論した。（参加者18名）
【時　　期】　3月
【実施形態】　ブラザー工業株式会社委託事業
【事業収入】 　364,014円
【評　　価】　企業における環境の取組みは非常に進んではいるが、会社全体での取り組み、社員の意識においてはまだまだ課題が多い。しかし、こういったテーマで企業が集まり議論する場がこの地域には少なく、各社のプレゼンテーションが重要な情報共有となった。また、社全体が取り組めるようアプローチを図った（ている）企業のプレゼンテーションからはノウハウのヒントを得ることができた。
⑪　森林再生ビジネス検討会
【目　　的】  中部経済同友会が提言したビジネスモデルをベースに、そのビジネスモデルを実際に実現していくための必要な方策や対策を検討する。
【内　　容】　中部経済同友会環境委員会の提言内容の報告及び今後の展開スキームを説明し、各々の役割部分において、現場視察及び意見交換会1回、検討会2回実施した。

参加者：現場視察：22名　第1回：27名　第2回：25名
　　　　　　　主催：環境省中部地方環境事務所　事務局：ＥＰＯ中部
【時　　期】 5月～10月
【実施形態】 検討会内企業との契約
【事業収入】 962,483円
【評　　価】　ビジネスモデルの各工程におけるモデル立案並びに検証等を行い、各工程の実現妥当性を示唆することとなった。検討会終了後に老いてもその成果を基に継続検討が行われており、今後森林・林業を再生するビジネスモデルの具現化が期待される。
※その他、ＥＳＤ-Ｊ「生物多様性×ＥＳＤ」事業への協力

【事業収入】  41,600円

市民団体等事務局代行事業
６－１　市民団体等事務局代行事業
【目　　的】　事務局機能が脆弱な市民団体の活動を支援するため、連絡窓口、会員管理等の事務局業務の代行を請負う。下記3団体の事務局実務を行った。
【事 業 費】　◎収入　1,056,000円
①（特）医療と保健と福祉の市民ネットワーク東海　
【内　　容】　医療分野の市民活動支援体制づくりを目的とし講演会・シンポジウム等を実施した。連絡調整、会員管理、ホームページ更新、その他事業に関する事務を行った。
【時　　期】　通年

【事業収入】 　◎収入　336,000円



②（特）移動ネットあいち　
【内　　容】　移動ネットあいちの事務局サポート業務を行い、福祉有償運送を行う会員が「安全」と「安心」と「安定したサービス」を提供できるよう、①政策提言活動（フォーラム「福祉有償運送を検証するinあいち」参加者130名、行政関係部局との協議・地区別懇談会6回、アンケート調査）、②運転ボランティアへの安全運転教育（第79条登録用237名、運転・介護フォローアップ研修136名、インストラクターフォローアップ研修73名）、③運行管理に関わる事務局機能強化（運行管理整備のための手引書発行、備品の共同購入）、④保険加入支援事業等の事業を支援した。3月末で87の非営利団体が加盟。
【時　　期】　通年
【事業収入】 　◎収入　600,000円
【評　　価】　地方分権のひとつとして福祉有償運送（登録制）の国から都道府県への移管問題がクローズアップされたことを受け、移管された場合の問題点を整理し、また会員団体の声を集約し政策提言を行う準備をした。この成果を踏まえ制度の問題点を指摘し、改善に向けた提案を民主党、国土交通省はじめ関係機関に働きかけていく必要がある。
③（特）あいち福祉ネット　
【内　　容】  同会は、愛知県下の福祉系ＮＰＯ法人等のネットワークを形成し、情報・問題意識の共有、政策提言、サービスの質と経営の向上、仲間づくり、新しい社会ニーズへ対応等を目指す組織。09年度は、「認知症高齢者を支える介護現場のスタッフの力量向上」をテーマとして、ケアの方法に関する研修を実施した。加えて、昨年度の取組みの中で重要性が再確認された「地域のふれあい活動」組織づくりを、他のネットワーク組織と共に取り組くんだ。会員数は21（団体と個人の計）。
【時　　期】  通年

【事業収入】 　◎収入　120,000円


【特　　記】　愛・地球博開催地域社会貢献活動基金助成金を得て、県内各地で「センター方式」「バリデーション」「音楽療法」「回想法」の４つの手法について計８回の研修を行い、延べ236人の参加を得た。また、３月５日には報告を兼ねたフォーラムを行い、医学的見地から認知症の理解を深める講演等を実施した。


Ⅱ　その他の事業

2009年度は実施しなかった。
３　　組織管理運営について
Ⅰ　組織管理運営について
1 人のマネジメント；　多様な人材のマネジメントと経験者の定着が課題
・2009年度は事業規模が大幅に拡大したが、臨時雇用や業務委託契約でマネジメントをした。

・ＮＰＯ情報発信支援事業の臨時雇用者1名を継続雇用（常勤）した。

・中小企業退職金共済制度に加入した。

・総務（労務・庶務・会計）業務を整理区分し担当体制を確立した。

・課題としては、年次の事業収入額が定まらないこと、多種多様な事業が起きることから安定的な人的体制を作れないこと、また、アートプラザでは行政からの施設管理業務委託金が毎年定額のため、スタッフの給与等の向上が望めない課題がある。

②　コミュニケーション：　会員やＮＰＯ全体の課題認識、対外的な責任のために　
・ＮＰＯ全体の向上、発展に向けた取り組みの必要性が高まっているなかで、ＮＰＯの会計基準づくり事業を契機として、ＮＰＯ全体の意見交換の仕組みづくりを手掛けた。

③　資金マネジメント；　固定的な契約事業の拡大
・スタッフに賞与（年末・年度末）を支給し、新たに退職金制度を作ったが、依然として労働条件は低いので改善に努力する必要がある。

・設立時からこれまでに寄付金などで運転資金を蓄積してきたが、今年度は大幅な事業規模の拡大により、運転資金が不足、東海ろうきん及び理事長から短期借入をした。運転資金の蓄積は依然として課題である。

・資金マネジメントを円滑に進めるため、収益事業の拡大、収益率の拡大、会員拡大や寄付金拡大などによる収入資金戦略と同時に適切な資金配分が必要である。
Ⅱ　機関・会議運営について　　
（1）　総会　
第８回通常総会
【実 施 日】  09年6月21日（日）　13:30～14:30

【場　　所】  名古屋会議室　栄中央店　第６会議室
【出席者数】　正会員総数91名中、本人出席18名、委任状47名
【議　　題】　(1) 2008年度事業報告の承認の件　＜決議事項＞
　　　　　　　　　　　  (2) 2008年度決算報告の承認の件＜決議事項＞

(3)監査報告の件
(4) 2009年度事業計画・予算の報告　＜報告事項＞

（2）　理事会　
2009年度は10回開催され、いずれも本会事務所で行われた。
	第94回
	6月2日　19:00～21:30
	▼2008年度総会議案（事業報告・決算）の承認
▼2009年度の主な事業・予算見通しについて
▼年次総会について

	第95回
	6月21日　12:50～13:20
	▼総会議案（監査報告）の承認
▼年次総会議案の承認について

	第96回
	7月7日　19:15～21:30
	▼2009年事業計画・予算・体制の具体化
▼理事会定例開催計画の承認

▼事務局・スタッフ体制について

▼理事による話題提供（サポート知多10周年記念事業）

	第97回
	8月7日　19:00～21:30
	▼2009年事業方針・計画・予算・体制の具体化
▼事業実施体制について

	第98回
	10月6日 19:00～21:30
	▼2009年度事業中間報告

▼事業実施体制

▼中期重点事業計画の総括について

	第99回
	12月1日　19:20～21:30
	▼2009年度前期・中間決算の報告

▼後期事業見通し、計画について

▼副理事長の新任について

▼事業実施体制について

	第100回
	1月10日　16:00～17:00
	▼アートプラザ職員退職に伴う新規採用について

▼短期借入金について

▼退職金積立の検討

	第101回
	2月2日　19:00～21:30
	▼2010年度事業計画方針について
▼2009年度決算見通しについて

	第102回
	3月2日　19:00～21:30
	▼2010年度事業計画案について

▼第2期中期計画目標について

	第103回
	4月20日　19:00～21:30
	▼2010年度事業計画・予算案の承認

▼中期計画目標の承認

▼退職金制度加入等決定

▼2010年度事務局体制について

▼年次総会について


（3）　その他の会議等　
2009年度は、毎週1回（原則月曜日）に事務所において、事務局スタッフミーティングを開催し、実務執行の円滑化を図った。
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東三河地区地域交流会





▲「地域でどんな活動をしていきたいか」を


小グループで話し合った





�





▲市民と協働して課題解決する取り組みを考える





▲基礎講座で、長久手町の「ゴジカラ村」を見学
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▲（上）流域放送局


　（中）流域塾


　（下）流域メッセの様子
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▲映像づくりを学ぶ「地域セミナー」を実施





◀プラザこども館「アートスコーレ」の様子
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▶フォーラムを開催し、提言書の内容を市民に発表した





◀カフェのように楽しい雰囲気の中で


まちをよくする提案を話し合う
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▲提案されたプランへの共感を、カードを掲げて示す


、
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◀【事業報告書作成セミナーin岡崎】　


熱心に聞き入る参加者の様子





◀　相談コーナーでの対応風景
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▲生物多様性地域対話「ポスト2010年目標」


の様子
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▲11月15日「新たな在宅療養支援～地域介護の再生のために」シンポジウムの様子
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▲「バリデーション」研修の様子





▶2/24夢なごや４００「埋蔵金」フォーラムの様子











30
24

